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１．これまでの経緯
全銀協は、2016年11月、「オープンAPI   方 関  検討会 設置以降、①制度整備 ②銀行 
態勢整備、③(Fintech事業者との)連携の枠組み作り、④オープンAPIのビジネス発展、と各々のステップ
において主体的に取組みを推進、支援
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2016年12月 金融審議会              向  制度整備 答申
（金融制度          報告書）

2017年５月  銀行法等 一部 改正  法律  成立 （2018年６月施行）
（電子決済等代行業 係 制度整備 金融機関     API体制整備）

⇒APIを用いることで、セキュリティを確保しつつFintech事業者 金融機関の連携を促進
2017年６ ７月
• 「API接続       （試行版） 公表（FISC取りまとめ、2018年10月改訂）
• 「オープンAPIのあり方に関する検討会」報告書の公表（セキュリティ等を含む諸原則を取りまとめ）
併   銀行分野     API に係る電文仕様標準」策定（2018年12月に第２版）

2018年12月
•  銀行法 基  API 利用契約 条文例（初版）  公表（    APIのあり方に関する検討会）

2016年11月 「オープンAPIのあり方に関する検討会」設置
事務局 全銀協 銀行 Fintech事業者   他有識者     

利用者 安心 安全 確保 上 銀行 Fintech事業者が連携し、イノベーションを共創
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2020年 改正銀行法 基  金融機関と電子決済等代行業者(２号業者)の契約締結の猶予期限到来

（2019年３月末） オープンAPIについて130行が導入方針表明、うち95行が導入済



【参考】銀行界とFintech事業者との連携の枠組みの整備

• Fintech事業者との契約や、API接続に際してのセキュリティチェック 各銀行 判断 行       
一定の目線 無    銀行 Fintech事業者双方にとって負担大。両者 円滑 連携 実現    
Fintech事業者 銀行界 協働  契約条文 電文仕様等       各種文書 取    
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オープンAPIのあり方に関する検討会報告書
（2017年７月）

銀行法 基  API利用契約 条文例
(初版、2018年12月）

銀行分野     APIに係る電文仕様標準について
（第２版、2018年12月）

API接続チェックリスト
（2018年10月版）※FISC取りまとめ

金融機関 Fintech事業者等がAPI接続を
行 際 安全なデータ連携のためのセキュリ
ティチェック 円滑 行    両者間    
ニケーション・ツールとして策定

銀行 Fintech事業者等間のAPI連携に係
る    開発 円滑 行    できるよう、
オープンAPI 利用      やり取りする
際の電文仕様標準を策定

銀行 Fintech事業者等の間のAPI利用契
約 締結 係           円滑化 
ることを目的として、契約 盛 込 条文例 
解説を取りまとめ

API仕様の標準化、APIのセキュリティ対策や
利用者保護   オープンAPIを進めていく
上での諸原則を取りまとめ
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サービスの分類 サービス概要 金融機関        

家計簿サービス
顧客 利用    銀行          証券会社     等
 金融資産 自動     家計簿 自動 作成   個人向
  資産管理    

自社     連携等 行  場合
多様 情報 利活用   自社
アプリの機能拡大
利用者 利便性向上 資する
サービスの提供により顧客層拡大
口座利用 活性化クラウド会計サービス

口座 残高 入出金明細                情報
を自動で取り込む、個人事業主や中小企業向けのクラウド会計
サービス
経費精算

      貯金    
カード決済のタイミングや一日の歩数など、一定のアルゴリズムに
より貯金金額 決定  利用者 口座 自動貯金 行     

利用者  新  金融     
提供

QRコード決済サービス
スマートフォンによるQRコード決済サービス
支払 金額 銀行口座  直接引 落    

決済手段の拡張

２．オープンAPI連携       提供事例



【参考】 APIを活用したサービス(例)
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連携
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金融機関         上 
他 金融機関 情報 含  
一体的 家計管理 実現

他 金融機関
（銀行等）

画面イメージ

電子決済等
代行業者

毎月の収支をグラフ化 支出をカテゴリで分類

※自行      他 金融機関     含  表示

金融機関

• API 活用  電子決済等代行業者  連携    金融機関 個人顧客向           
          上  他 金融機関 情報 含   一体的 家計管理機能 実現



３．今後に向けて
• 銀行    API体制 整備 進展    契約 条文例  枠組 作  進展

⇒既に130行 導入方針 表明（外銀 除 138行 約94％。都銀、地銀、第二地銀は全て対応方針)
うち95行 導入済（2019年３月末時点）
(未来投資戦略KPI「2020年６月迄  80行程度以上 銀行        APIの導入を目指す」)

• 足許 全銀協  個別銀行 Fintech事業者  契約締結 促進   支援 注力

⇒金融機関  電代業者  契約締結状況          実施(2019年6月)。現状の課題を把握・分析、
解決方策等を検討(     契約 関  金融機関 理解 深      API契約条文例 API接続チェッ
クリストについて、勉強会・説明会を開催する等の取組みを検討中)

※利用者 安心 安全 確保 上 銀行 Fintech事業者が連携し、イノベーションを共創していきたい

⇒利用者 Fintech事業者 金融機関 win-win-winとなる関係を築き、持続可能なエコシステムを実現していく

＜金融審議会 金融制度         報告書 (2016/12月)より抜粋＞
２．対応の基本的方向性
IT 進展等 伴  金融        環境 変化  中      利用者保護 不正 防止      安定性等 適切 確保
しつつ、Fintech           通  利用者利便 企業 生産性向上      我 国金融 経済 発展 図       
ていくことを目指すべきである。
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